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老健施設の将来像
―生き残りへ向けた活路を模索する―
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　在宅復帰と在宅支援を中核機能として、我が国
のオリジナルモデルとして介護老人保健施設（以
下、老健施設）が誕生して30年近くの時が経過
した。平成12年に介護保険制度が発足し、15年
を経て社会に定着するとともに、我が国の介護費
用は年々増加し、年間約10兆円の規模に拡大し
た。現在、単年度当たりの介護費用の増加率は約
5％前後と高く、介護保険制度の持続が喫緊の課
題となっている。今後、軽度者（要支援1～要介
護2）への支援のあり方、福祉用具・住宅改修
サービスのあり方、利用者の自己負担増、第2号
被保険者の加入年齢引き下げによる財源確保など
の議論を経て、要介護3 ～ 5の利用者がサービ
ス受給の主体となっていく。地域包括ケア「見え
る化」システムを活用し、要介護認定率、1人当
たり介護費用の市町村における地域差の縮減への
取り組みも始まっている。
　老健施設の現状は、入所待ちが少なく入所稼働
率は全国平均で9割程度であり、入所待ちがゼロ
で入所稼働率8割を割り込む老健施設も増加して
いる。多床室型の老人福祉施設が満床とならない
地域も出始め、老健施設から特別養護老人ホーム
への移行が促進され、退所者の1割強を占めてい
る。今後、急増すると見込まれる地域包括ケア病
床や療養病床の在り方等の議論における医療内包
型・医療外付型も老健施設と競合する。
　療養病床の在り方等の議論は、老健施設の在り
方に応用可能である。すなわち「本来の機能を発
揮していない老健施設はケア付き集合住宅を選択
すべきではないか」、「医師配置は必要か」等につ
いて、平成33年改定で正念場を迎えても不思議
ではない。
　近い将来、施設内の「見える化」ツールとして
慢性期DPC・介護DPCが開発され、報酬の支払
い方式や質の評価に応用される方向性が模索され

ている。その背景には、医療や介護の状態像が同
様でありながら、居場所の違いにより支払われる
報酬が異なる仕組みを公平性の観点から平等にす
べき、質の評価に向けたインセンティブを導入す
べきとの考え方が存在する。次回改定では、通所
リハビリのデータ提出も新評価となる可能性があ
る。通所リハビリに導入されているリハビリテー
ションマネジメントⅡを、入所リハビリに活用す
ることも容易に予測される。
　老健施設の生き残りとして、「本来の役割を担
うべく原点に立ち返る」「医療機関との強固な連
携のもと早期退院の受皿となる」「リハビリテー
ションマネジメント強化を図る」「人生の最終段
階における医療の在り方を支援する」「住民活動
と連携した地域の『サロン化』を展開する」等々
に活路を見出したい。訪問看護・介護を付加した
大規模多機能型老健施設を地域包括ケアステー
ション化する政策も検討すべきではないだろうか。
これから介護保険制度は、持続可能性を模索し
ながら激変していく。従って、既成の概念を白紙
化し、将来を過去と比較しないことが必要となる。
介護保険給付の対象も要介護3～5、認知症自立
度ランクⅢ～Ⅴが中心へとシフトしていく。今よ
りも少ない職員配置で、今よりも重度な利用者に
サービス提供を行い、サービスの質の評価への対
応も迫られる。現在の介護報酬の水準が保たれる
保証がない厳しい状況下において、いかに組織一
丸となってマネジメントを図れるかどうかが生き
残りの分岐点となる。
　介護報酬改定の天王山は平成30年から33年に
シフトした感もあるが、本来の機能・利用者の状
態像・提供サービスの内容に応じた支払い方式は、
「鉄則」である。与えられた役割を果たすことが
国民に容認される最低条件であることを忘れては
ならない。
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